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脱炭素移行支援基盤整備事業

事業イメージ

委託事業

パリ協定の目標達成のため、我が国はJCMの構築・実施を通じて、途

上国における優れた脱炭素技術等の普及とCO2排出削減を推進。効果

的・効率的なJCMの実施には、適切な制度構築・運用、信頼性確保に重

要なMRVの促進等が重要。本事業では当該基盤的業務を実施。また、

JCMにつながる事業として以下を推進。

相手国の脱炭素化という長期的な視点で、脱炭素社会への現実的かつ着実な移行に向かう「脱炭素移行政策誘導型イン

フラ輸出支援」を実施。将来の気候変動リスクの低減とともに、エネルギーアクセスの改善、大気汚染対策、化石燃料

輸入額の縮小など、相手国に多面的な便益をもたらし得るものとなる。

パートナー国の脱炭素化への現実的かつ着実な移行のための「脱炭素移行政策誘導型インフラ輸出支援」を実施。

【令和３年度要求額（一般分）72百万円（72百万円）（特会分）2,206百万円（2,206百万円）】

民間事業者・団体等

平成16年度～令和12年度

環境省 地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室：03-5521-8246、

国際地球温暖化対策担当参事官室、国際協力・環境インフラ戦略室、再生・資源循環局総務課循環型社会推進室、水・大気環境局大気環境課/総務課国際協力推進室

■委託先

- プロジェクト登録、クレジット発行等を相手国政府と行う合同委員会開催や、

登録簿運営、MRV実施など信頼高いJCMの運用を行う。

- 脱炭素社会への現実的かつ着実な移行に向かう長期戦略支援の実施。国だけ

はなく、都市というレイヤーでの連携強化。都市の脱炭素化の実施支援。

- 大気汚染・廃棄物処理問題など、途上国が抱える環境問題を解決することで、

脱炭素社会への道筋をつける。気候変動と環境問題の同時解決。

 JCMなど我が国の政策ツール等を通じた、脱炭素社会

への現実的かつ着実な移行。

長期戦略策定・実施支援

 日本の都市と途上国の都市による技術・ノウハウの共
有。国だけではなく都市のレイヤーによる取組促進。

都市の脱炭素化の実施支援

 途上国にとって目下喫緊の課題である、大気汚染・水
質問題・廃棄物処理問題を同時解決。

気候変動と環境汚染問題の同時解決支援

「脱炭素移行政策誘導型インフラ輸出支援」

の柱


